










































































































（年度） ２００７ ２００８ ２００９ ２０１０
設置数 ２５ ７７ ９２ １００
来所者数（万人） １４．４ ２０．２ ２７．４
進路決定（％） ２６．８％ ２８．０％ ３２．８％
予算額（百万円） １，９７０ １，９４６ ２，２３１ ２，０２６


























（年齢） １５～１９ ２０～２４ ２５～２９ ３０～３４ １５～３４歳
人口 ６３，２９９ ５８，５１０ ６７，３４７ ７２，０５１ ２６１，２０７
労働力人口① ９，４７２ ４５，６２９ ５９，４８８ ６２，４３４ １７７，０２３
完全失業者② １，３６４ ４，３５０ ３，９７５ ３，２０２ １２，８９１
②÷①（失業率） １４．４％ ９．５％ ６．９％ ５．１％ ７．３％
臨時採用 ２，４６１ ７，９０２ ６，２１９ ５，５０３ ２２，０８５
その他
（ニート相当）
県 ６６３ ６８１ ７７３ ８６７ ２，９８４
米沢市 １２０ ７１ ５４ ６８ ３１３
山形市 １４１ １７２ ２４３ ２７１ ８２７
酒田市 ４０ ４８ ６４ ７１ ２７４
鶴岡市 ７４ ６０ ８９ ８５ ３０８

































































































































































































































































































































































（http : //okisapo.com/3/ :２０１０年１１月２２日アクセス）また、Ｗｉｔｈ優には、法
人の活動全般を応援する支援会員（１口３０００円／半年払い、または１口６０００円
／年払いの会費を納めている）も５２名いる（２０１０年９月３日）。
（２９） ただし、サテライトでは、就労意欲が乏しく、異性の相談員目当てと疑われる
山形県内の地域若者サポートステーションにおける取組の意義と今後の課題（下村）
―２３―
利用者もおり、サポステでも対応に苦慮している。
（３０）（財）社会経済生産性本部「ニートの状態にある若年者の実態及び支援策に関す
る調査研究報告書」２００７年３月、５頁。全国の高校の数値に関しては、毎日新
聞 ２０１０年９月４日（土）、１１面。なお、実際に置賜サポステでも、中卒（中学
校から不登校）の若者が、職場体験を継続して行いながら、就労よりも先に高
卒資格を採るための単位制高校への進学準備をＦＳの生徒として進めている。
（３１） 拙稿「米国における成人対象の基礎及び職業教育プログラムとその支援事業－
連邦立機関・オハイオ州・民間機関の調査を基に－」『成人学習施策にみる公
共管理システムの転換に関する調査研究』平成１６年度～１８年度科研費補助金
基盤研究（Ｂ）研究代表者：大桃敏行 研究成果報告書、１２４頁を参照された
い。
（３２） 前掲資料、（財）社会経済生産性本部「ニートの状態にある若年者の実態及び支
援策に関する調査研究報告書」７～８頁。
（３３） 厚生労働省「平成２１年若年者雇用実態調査結果の概況」事業所調査：４フリー
ターの採用状況（http : //www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/koyou/young/h21/
jigyo.html#04 :２０１０年１１月２５日アクセス）
（３４） 一般的な制約に関しては、ＮＰＯ法人で若者支援に携わってきた工藤の指摘す
る「仕様書の限界」がある。仕事外での人付き合いなどを学ぶことができるカ
ラオケへの引率が例として挙げられているが、若者支援機関への公的助成のあ
り方を考えさせられる指摘である。工藤啓「若者の『働く』と『自立』を支援
する多様な連携」『月刊 ガバナンス』№９１、ぎょうせい、２００８年、２３～２４頁。
（３５） 前掲資料、（財）社会経済生産性本部「ニートの状態にある若年者の実態及び支
援策に関する調査研究報告書」５０頁。
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